
～長部漁港占用希望者募集要項～

	令和５年６月９日
岩手県沿岸広域振興局水産部

大船渡水産振興センター


岩手県沿岸広域振興局水産部大船渡水産振興センター(以下「県」という。)は、長部漁港内用地において、以下の目的用途の事業を行う事業者(以下「占用希望者」という。)を募集します。

１　占用希望者を募集する施設用地  

	漁港施設用地の名称
	場所
	目的用途
	面積

	加工場用地
	長部漁港
(陸前高田市)
	水産加工業
	※1,551㎡


· ＣＡＤ求積による面積であり、実際の面積とは異なる場合があります。
２　占用する期間等

許可の日から、令和８年３月31日までとします(左記以降は継続手続により更新可)。
ただし、占用者に違反行為等があったと認める場合は、この期間内であっても、許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、又はその行為の中止、既に建設した工作物の改築、移転若しくは原状回復を命じることがあります。

また、占用許可後において占用を廃止する場合は、用地は原状に復した後に返還するものとします。

３　占用に係る経費
(1)　令和５年度は、月割で月間１㎡あたり約13円(令和５年４月１日現在)の占用料が必要と　　
　 なります。
(2)　令和６年度以降は、年間１㎡あたり153円(令和５年４月１日現在)の占用料が必要となり
   ます。

(3） ただし、岩手県漁港管理条例の改正若しくは地方税法(昭和25年法律第226号)第341条に規定する土地課税台帳又は土地補充課税台帳の価格の変更による占用料の額の変更があった場合は、占用料の額を増減します。
４　応募資格

応募者は、県内に事務所を有する法人その他の団体とします。

また、次の事項に該当する場合は、応募することができないこととします。

(1) 　地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の４の規定に該当する者

(2) 　会社更生法(平成14年法律第154号)、民事再生法(平成11年法律第225号)に基づき更正又は再生手続きをしている法人

(3) 　県から指名停止を受けている法人

(4) 　法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納している者

(5) 　漁港漁場整備法及び岩手県漁港管理条例の規定により漁港施設等の占用許可等を取り消され、または罰則に処せられた者で、当該処分を受けた日から１年を経過しない者

(6) 　漁港漁場整備法及び岩手県漁港管理条例に基づく漁港施設等の占用料等を滞納している者

(7) 　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第２条第２号に掲げる暴力団に該当する団体
５　募集要項の配布 
　(1)　期間　令和５年６月９日(金)～６月16日(金) (土、日及び祝祭日を除く。)
(2)　時間　午前９時から午後５時まで(ただし、土、日及び祝祭日を除く。)
(3)　配布場所

①　岩手県沿岸広域振興局水産部大船渡水産振興センター漁港漁村課で配布

　　　　 〒022-8502　大船渡市猪川町字前田６－１　大船渡地区合同庁舎４階

電話 0192-22-9386　ファクス番号 0192-21-1229

②　岩手県沿岸広域振興局水産部大船渡水産振興センターホームページから取得
６　応募期間等   
(1)　期間　令和５年６月９日(金)～６月16日(金) (土、日及び祝祭日を除く。)

(2)　時間　午前９時から午後５時まで(ただし、土、日及び祝祭日を除く。)

 (3)　提出先　岩手県沿岸広域振興局水産部大船渡水産振興センター漁港漁村課

　　　        〒022-8502　大船渡市猪川町字前田６－１　大船渡地区合同庁舎４階

※１　郵送の場合は、書留郵便により締切日必着のこと。

※２　ファクスによる提出は認めません。

７　提出書類

申請にあたっては、別紙「甲種漁港施設占用等希望申請書」に下記書類を添付し、１部提出してください。

(1)　会社の概要(様式１)
(2)　直近２期分の財務諸表で次のもの

①　貸借対照表

　　 ②　損益計算書

　　 ③　キャッシュフロー計算書

　　 ④　株主資本等変動計算書

(3)　直近１年分の納税証明書類で次のもの

①　岩手県税の納税証明書(県税－様式第111号イ)(発行後３ヶ月以内のもの)
②　消費税及び地方消費税の納税証明書(国税－その３の３)(発行後３ヶ月以内のもの)
　(4)　事業計画書(様式２)
　(5)　施設概要図

８　応募に係る留意事項

(1)　申請書作成にあたっての留意事項

①　申請書等の様式は定められた様式に従うこと。

②　応募期限後の提出書類の再提出及び差替は原則として認めません。

(2)　失格又は無効

次に掲げる場合に該当した場合は、当該申請は失格又は無効となることがあります。

①　提出方法、提出先、提出期限等が守られなかったとき。

②　記載すべき事項の全部又は一部が記載されなかったとき。

③　申請書類に虚偽の記載があったとき。

④　複数の事業計画書を提出したとき。

⑤　本件業務に従事する職員若しくは本件関係者に対し、本件応募について不正な接触の事実が認められたとき。

⑥　申請資格を有していないことが判明したとき。

⑦　その他不正行為があったと県が認めたとき。

(3)　費用負担

申請に際して応募者に発生する費用については、全て応募者の負担とします。

　(4)　占用希望者の選定方法

①　占用希望者が１者の場合は「漁港施設占用許可申請者の資力、資金・事業計画に係る審査項目及び審査基準」により占用の可否について判断します。

②　占用希望者が２者以上の場合は同審査基準により比較評価し占用の可否について判断します。

　　必要に応じ、追加資料の提出を求める場合があります。

③　占用希望者には応募結果を通知します。

９　募集に関する質問及び回答

募集に関する問い合わせは、次のとおり受け付け、回答します。

(1)　質問の受付期間

令和５年６月９日(金)～６月16日(金) (土、日及び祝祭日を除く。）

(2)　質問の受付方法

質問書(様式３号)によりファクスで岩手県沿岸広域振興局水産部大船渡水産振興センター漁港漁村課あて送信願います。

なお、電話での問い合わせは、質問者と回答者に行き違いが発生する場合があるので認めません。

(3)　回答方法

回答は、ファクスにより全ての占用希望者あて回答します。

ただし、質問の内容に質問者の独自のノウハウやアイディア等が含まれると判断される場合は、当該質問及び回答の一部又は全部について公開しません。

別紙

甲種漁港施設占用等希望申請書
令和　　年　　月　　日

　　沿岸広域振興局水産部

　　　大船渡水産振興センター所長　様

申請者　住所

氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

次のとおり漁港施設を占用したいので、申請します。

	漁港名
	長部漁港　

	施設の名称及び場所
	

	目的
	

	工作物の有無
	

	占用面積
	


注　平面図を添付すること。

(様式１)
会社の概要
１　会社の名称等

	会社(屋号)名
	

	所在地
	

	資本金
	円

	設立(創業)年月日
	年　　　月　　　　日　

	営業年数
	年　

	業種
	

	事業年度
	月　　　日から　　　月　　　日まで　


２　会社の経歴、沿革

３　役員の状況

	役職名
	氏　名
	略　歴

	
	
	


４　経営規模

(1) 従業員(常勤雇用)の状況

	区　　分
	男性(人)
	女性(人)
	計(人)

	事務職員
	
	
	

	技術職員
	
	
	

	その他の職員
	
	
	

	計
	
	
	


(2) 自己資本

	区　　　　分
	金　　　　額

	払込資本
	円　

	準備金・積立金
	円　

	繰越（欠損）金（余剰（欠損）金処分）
	円　


(3) 取引状況

	区　分
	主な取引先
	主要取引品目
	割合（％）
	備考

	仕　入
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	売　上
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


５　資金

(1)  預金

　　（令和　　年　　月　　日現在）
	　　 　　区分

金融機関
	定期性預金(円)
	要求性預金(円)
	計(円)
	備　考

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　　
(2)　借入金

（令和　　年　　月　　日現在）
	　　 　　区分

金融機関
	長期(１年以上)資金
	短期(１年未満)資金
	計
	備　考

	
	金額(円)
	利率(％)
	金額(円)
	利率(％)
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


　

(様式２)
事業計画書
１　事業概要

　　（経緯及び目的）
　　

　　

（事業の内容）
　　

　　
２　資金計画

　　（事業にかかる費用及びその工面の方法（自己資金、借入金等）及び額、借入金がある場合はその返済計画）
(様式３号)
質　問　書

令和　　年　　月　　日

沿岸広域振興局水産部大船渡水産振興センター漁港漁村課　あて

団体名　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　

ファクス番号　　　　　　　　　　　　
　
	資料名・頁数・項目名
	質問内容
	回答(※)

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注）※欄には記入しないこと。
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